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１ 計画の概要  

● 計画策定の目的 

我が国の高齢化率の上昇は続いており、令和５年 10 月１日現在、総人口に占める高齢者の割

合は 29.1％と過去最高を更新しました。 

桑折町においても高齢化率は増加傾向にあり、令和５年９月末現在で 37.8％と、３人に１人

が高齢者です。将来人口推計によると、本計画の目標年度である令和８（2026）年に高齢化率は

38.4％、団塊ジュニア世代が 65歳以上の高齢者となる令和 22（2040）年には 43.1％になるもの

と見込まれ、超高齢社会が進行していく予想となっています。 

このため、中長期的な視点からこの超高齢社会の課題に取り組み、高齢者が尊厳を保ちながら

地域で安心して暮らすことのできるまちづくり、社会保障制度の維持・充実を図っていく必要が

あります。高齢者一人ひとりが可能な限り住み慣れた地域で、その有する能力に応じ自立した日

常生活ができるよう、「医療・介護・予防・生活支援・住まい」のサービスを一体化して提供す

る「地域包括ケアシステム」のさらなる深化・推進に向けた取組を引き続き進めていきます。 

 

● 法令の根拠 

本計画は、老人福祉法第 20条の８に基づく「高齢者保健福祉計画」と、介護保険法第 117条

に基づく「介護保険事業計画」を一体的に策定した計画です。 
 

● 計画の期間 

計画期間は、令和６年度から令和８年度までの３年間です。 
 

● 計画の位置づけ 

本計画は、本町の上位計画である桑折町総合計画「献上桃の郷こおり 未来躍動プラン」及び

その他の福祉関連計画等と整合を図っています。また、県の「ふくしま高齢者すこやかプラン」

や「福島県地域医療計画構想」とも連携・整合性を図っています。 

本計画は高齢者福祉施策の行政計画であるばかりでなく、町民、家庭、地域、事業者、団体な

どが一体となって高齢者の自立した生活を支援するための指針としても位置づけられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第９期高齢者保健福祉計画・ 

介護保険事業計画 

整合 

整合 ＜関連計画＞ 

活き生きこおり健康プラン 桑折町地域福祉計画 

桑折町障がい者基本計画 その他の福祉関連計画等 

桑折町総合計画 

「献上桃の郷こおり 未来躍動プラン」 

（基本計画に包含） 第２期桑折町まち・ひと・しごと創生総合戦略 

 

介護保険事業に係る保険給付の円滑な

実施を確保するための基本的な指針 

国 

 

ふくしま高齢者すこやかプラン 

福島県 

 

福島県地域医療計画構想 

福島県 
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２ 高齢者人口等の推計  

● 人口推計 

人口推計をみると、本町の総人口

は減少傾向で推移し、令和８年には

10,538人（令和５年比 4.8％減）に

なると推計されます。65歳以上人口

は、4,045人（同 3.1％減）、高齢化

率は 38.4％になると推計されます。 

 

 

 

 

 

 

● 要支援・要介護認定者の推計 

要支援・要介護認定者数の推計は、

ほぼ横ばいで推移し、令和８年には

755人になると予想されます。 

認定率は 18.8％と令和５年から

0.8 ポイント上昇すると推計されま

す。 

 

 

 

 

 

 

３ 計画の基本的な考え方 

 

計画策定にあたっては、団塊ジュニア世代が 65歳以上となる令和 22（2040）年に向けた中長

期的な視点に立って、地域共生社会の実現に向けた地域包括ケアシステムのさらなる深化等を

図るための基本的な考え方を以下のとおりとします。 
 

①地域包括ケアシステ

ムの深化・推進 

②自立支援・ 

重度化防止の推進 

③医療・介護の充実 

 

④認知症施策の推進 

 

⑤家族介護者等への 

支援の充実 

⑥高齢者を支える 

担い手の確保・育成 

⑦効果的・効率的な 

介護給付の推進 
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● 基本理念と施策の体系 

第９期計画では「みんなで支えて いきいき暮らす、やさしさと安心のまち こおり」を基本

理念とし、以下のような体系で施策を展開します。 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

１ 地域包括支援センターの機能強化 

２ 相談・支援体制の充実 

３ 在宅介護・介護医療の推進 

４ 認知症施策の推進 

５ 生活支援サービスの体制整備 

第１ 地域包括ケアシステムの深化・推進 

 

１ 地域福祉活動の推進 

２ 誰にでもやさしい生活環境づくり 

３ 高齢者の防犯・防災対策の推進 

４ 権利擁護の推進と虐待の防止 

５ 見守り体制の推進 

第３ 高齢者の生活支援の充実 

 

１ 生きがいづくりの推進 

２ 働きやすい仕組みづくり 

３ 社会生活の支援 

第２ 高齢者の自立支援と生きがいづくりの推進 

 

１ 介護予防・日常生活支援総合事業の推進 

２ 介護予防・生活支援サービス事業の推進 

３ 一般介護予防の推進 

４ 任意事業の推進 

５ 包括的・継続的ケアマネジメント等 

第４ 地域支援事業、 

介護予防・日常生活支援総合事業の推進 

 

１ 居宅サービスの充実 

２ 地域密着型サービスの充実 

３ 施設サービスの継続的な提供 

４ 第１号被保険者の介護保険料 

５ 介護給付適正化と介護保険制度適正利用の推進 

第５ 介護保険サービスの充実 
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４ 各施策の展開 

 

 
 

主な施策 施策の方向性 

１ 地域包括支援センターの 

機能強化 

地域包括支援センターでは、高齢者が要支援や要介護の状態になる

ことをできるだけ遅らせ、健康的な生活を持続するための介護予防事

業の充実や、権利擁護、相談事業に努めています。「地域包括ケアシス

テム」の深化・推進に向け、包括的支援事業の取組を進めていきます。 

２ 相談・支援体制の充実 関係機関の連携をさらに強化し、高齢者が住み慣れた自宅や地域で

安心して暮らしていけるよう、地域ケア・相談・支援体制の充実に努め、

自立支援・重度化防止に向けた体制整備を図ります。 

３ 在宅医療・介護連携の 

推進 

地域包括ケアシステムの深化・推進にあたっては、在宅医療と在宅介

護の連携体制の整備が重要となります。 

１市３町による伊達地方在宅医療・介護連携支援センター協議会を

令和５年３月に設置し、伊達地方在宅医療・介護連携支援センターを令

和６年 10月に開設するために体制の構築を進めていきます。 

４ 認知症施策の推進 一人ひとりが認知症になる前から備えるとともに、認知症になって

も住み慣れた地域で自分らしくよりよく生きていける環境づくりを目

指し、町民や地域団体、関係機関、事業者等との協働のもと、認知症施

策を総合的に進めていきます。 

５ 生活支援サービスの 

体制整備 

日常生活で支援を必要とする高齢者が、地域で安心して在宅生活を

継続していくために必要となる、多様な生活支援や介護予防サービス

の充実を図ります。地域の互助を高め、住民主体のサービスが活性化さ

れるよう、地域全体で高齢者の生活を支える体制づくりを進めます。 

 

 

 
 

主な施策 施策の方向性 

１ 生きがいづくりの推進 高齢者が地域を支える側にもなり、生きがいを持って活動できるよ

う、関係各課が情報共有と連携強化を図り、高齢者が充実した高齢期を

過ごし、活力ある社会づくりに参加できるよう取組を推進します。 

２ 働きやすい仕組みづくり 高齢者の就労意欲に応えていけるよう、スキルを持った高齢者への

起業支援等に加え、「桑折町シルバー人材センター」では、社会福祉協

議会やボランティアセンター、地域包括支援センター等と協力して、高

齢者世帯への家事援助サービスの需要に対応できるよう支援を続けま

す。 

３ 社会生活の支援 高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らし続けられるよう、地域包

括支援センターや町社会福祉協議会等の関係機関等と連携・協働して、

日常生活で支援を必要としている高齢者に対して福祉サービスを広く

周知し、自立した暮らしを支援します。 

  

基本施策 高齢者の自立支援と生きがいづくりの推進 ２

基本施策 地域包括ケアシステムの深化・推進 １
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主な施策 施策の方向性 

１ 地域福祉活動の推進 地域における助け合いの福祉意識の醸成をはじめ、手助けを必要と

している人とボランティアとをつなげるネットワークの構築、活発な

ボランティア活動支援など、地域福祉活動をより強化する取組を推進

します。 

２ 誰にでもやさしい生活環

境づくり 

誰にでもやさしい、ひいては高齢者にやさしい生活環境づくりの意

識の醸成と、高齢者に配慮したまちづくりや公共施設の整備、高齢者に

配慮した住まいの整備を推進します。 

３ 高齢者の防犯・防災対策の

推進 

高齢者が被害者となる犯罪を防止するために、地域や住民同士のつ

ながりを深め、地域が一体となって防犯に努めていくことが重要です。 

自然災害や新型コロナウイルス感染症の状況を踏まえ、社会福祉法

人や介護サービス事業所と災害時連携協定を模索するなど、関係機関・

団体等との緊密な連携に努め、高齢者を犯罪や災害から守ります。 

４ 権利擁護の推進と虐待の

防止 

意思表明や財産の管理が難しい方の支援の重要度が増していること

から、高齢者の権利擁護の取組を推進します。 

人権を侵す虐待については、早期発見と適切な援助が必要です。各関

連機関と連携し対応していきます。 

５ 見守り体制の推進 一人暮らしや認知症の高齢者の増加が予想されるため、地域ぐるみ

の見守り体制を推進し、「地域包括ケアシステム」の深化を目指します。 

 

 
 

主な施策 施策の方向性 

１ 介護予防・日常生活支援総

合事業の推進 

総合事業は、要支援者、介護予防・生活支援サービス事業対象者を対

象とした「介護予防・生活支援サービス事業」と、すべての高齢者を対

象とした「一般介護予防事業」で構成されています。 

訪問介護予防サービス、通所介護予防サービスについては、既存の介

護サービス事業所によるサービスに加えて、NPO、民間企業、ボランテ

ィアなど地域の多様な主体を活用して高齢者を支援します。 

２ 介護予防・生活支援サービ

ス事業の推進 

現在は、現行相当型の訪問介護サービス、通所介護サービス、通所型

サービスＡ（緩和基準サービス）を実施しています。 

介護事業所や NPO など多様な提供体制による受け皿を確保していく

とともに、住民主体による生活支援サービスの充実を図り、高齢者の社

会参加を促進します。 

３ 一般介護予防事業の推進 すべての高齢者を対象として、介護予防の普及・啓発や健康増進を図

っていきます。ボランティア等と協力・連携を図り、地域で支える介護

予防を実践して、町全体で、介護予防体操「いきいき百歳体操」の継続・

発展に取り組みます。 

４ 任意事業の推進 任意事業として、介護給付等費用適正化事業、家族介護継続支援事

業、成年後見制度利用支援事業等を実施します。 

５ 包括的・継続的ケアマネジ

メント等 

介護予防ケアマネジメント、総合相談や支援、権利擁護事業、ケアマネ

ジメント支援などを地域包括支援センターで実施します。 
  

基本施策 地域支援事業、介護予防・日常生活支援総合事業の推進 ４

基本施策 高齢者の生活支援の充実 ３
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主な施策 施策の方向性 

１ 居宅サービスの充実 介護や支援が必要な高齢者が十分なサービスが受けられるよう、既

存のサービス基盤の充実を図るとともに､新たなサービス事業者の参

入を積極的に促進し、サービス供給体制の整備を図ります。 

２ 地域密着型サービスの充

実 

地域密着型サービスは、高齢者が住み慣れた地域や環境の中で安心

して生活を継続できるよう、身近な地域で提供するサービスです。 

地域におけるケア体制を確立する観点からも重要なサービスである

ことから、地域の実情に応じた介護サービス事業を展開できる事業者

を選定し、必要なサービス提供基盤を整備します。 

３ 施設サービスの継続的な

提供 

これまでの利用実績を踏まえながら、サービスの目標量（供給量）を

設定し、継続的なサービス提供を図ります。 

４ 第 1 号被保険者の介護保

険料 

第９期計画期間の総費用については、標準給付費は減少傾向ですが、

地域支援事業費が増加傾向にあり、高齢者・認定者数やサービス見込量

の推計等を踏まえ、前計画から 2.0％減の約 48 億３千万円が見込まれ

ています。 

第９期介護保険事業計画の第１号被保険者保険料基準月額は、介護

給付費準備基金を取崩し、保険料の抑制措置を講じることとし、前計画

から 4.0％増の、6,889円と設定します。 

５ 介護給付適正化と介護保

険制度適正利用の推進 

介護給付適正化は、適切なサービスの確保とその結果としての費用

の効率化を通じて、介護保険制度の信頼感を高め、持続可能な介護保険

制度の構築を図るものです。 

介護保険制度全般の見直しを引き続き実施し、介護保険事業の適切

な運営に努めていきます。 

 

５ 計画の推進体制 

 

○介護保険事業の円滑な運営 

第９期介護保険事業計画においても、介護保険事業の適切な運営に努めていきます。 

 

○医療・介護・福祉・保健体制の連携 

町内にある医療機関・民間事業者・公的機関・地域団体が連携し、「高齢者福祉計画」及

び「介護保険事業計画」の施策展開を図っていきます。 
 

○計画の進行管理 

本計画の着実な目標達成に向けて、毎年その進捗状況を管理するとともに、医療・保健・

福祉関係機関・団体、サービス事業者や町民などの代表からなる「桑折町介護保険事業計画

等策定委員会」において、事業の実施状況の確認と計画の目標達成に向けて協議を行いま

す。計画の推進に際して、計画、実行、点検・評価及び見直し（ＰＤＣＡ）の観点から、関

係機関との意見交換等を通じて、本計画の検証を行い、必要かつ効果的な施策・事業の実施

に努めます。  

基本施策 介護保険サービスの充実 ５
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６ 介護保険料について  

国では今後の介護給付費の増加を見据え、第１号被保険者間での所得再分配機能を強化

するために、所得段階をこれまでの標準段階の９段階から13段階への多段階化を図りまし

た。これにより、高所得者の標準乗率の引上げ、低所得者の標準乗率の引下げ等を行うこ

とで、低所得者の保険料上昇を抑制し、低所得者の最終乗率の引下げを図ることとしまし

た。桑折町は第９期計画において、国が標準段階としている所得段階13段階の算定方式で

行います。 

第９期介護保険事業計画の第１号被保険者保険料基準月額は、6,889円と設定します。 
 

［所得段階別保険料］ 

所得段階 対象となる方 
介護保険料 
（年額） 

基準額×割合 

第１段階 

・生活保護を受けている方 
・世帯全員が住民税世帯非課税で、老齢福祉年金受給
者または世帯全員が非課税で、前年の合計所得金額
＋課税年金収入額の合計が 80万円以下の方 

23,500 
（37,500） 

※基準額×0.285 
（基準額×0.455） 

第２段階 
・世帯全員が住民税非課税で、前年の合計所得金額＋
課税年金収入額との合計が 80 万円を超え 120 万円
以下の方 

40,000 
（56,500） 

※基準額×0.485 
（基準額×0.685） 

第３段階 
・世帯全員が住民税非課税で、前年の合計所得金額＋
課税年金収入額が 120万円を超える方 

56,500 
（56,900） 

※基準額×0.685 
（基準額×0.690） 

第４段階 
・本人は住民非課税で、世帯の中に課税者がいるが、
公的年金等収入金額と合計所得金額の合計が 80 万
円以下の方 

74,300 基準額×0.90 

第５段階 
・本人は住民税非課税で、世帯の中に課税者がいるが、
公的年金収入が 80万円を超える方 

82,600 基準額×1.00 

第６段階 
・本人が住民税課税で前年の合計所得金額が 120万円
未満の方 

99,100 基準額×1.20 

第７段階 
・本人が住民税課税で前年の合計所得金額が 120万円
以上 210万円未満の方 

107,300 基準額×1.30 

第８段階 
・本人が住民税課税で前年の合計所得金額が 210万円
以上 320万円未満の方 

123,900 基準額×1.50 

第９段階 
・本人が住民税課税で前年の合計所得金額が 320万円
以上 420万円未満の方 

140,400 基準額×1.70 

第 10段階 
・本人が住民税課税で前年の合計所得金額が 420万円
以上 520万円未満の方 

156,900 基準額×1.90 

第 11段階 
・本人が住民税課税で前年の合計所得金額が 520万円
以上 620万円未満の方 

173,400 基準額×2.10 

第 12段階 
・本人が住民税課税で前年の合計所得金額が 620万円
以上 720万円未満の方 

189,900 基準額×2.30 

第 13段階 
・本人が住民税課税で前年の合計所得金額が 720万円
以上の方 

198,200 基準額×2.40 

※第１段階から第３段階までの低所得者の保険料は軽減措置が講じられます。 

桑折町 健康福祉課 編集 
〒969-1692 福島県伊達郡桑折町大字谷地字道下 22-7 

TEL：024-582-1134  FAX：024-582-1028 

Email：kenko@town.koori.fukushima.jp 


